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Abstract
Local authorities, as the most familiar municipality to resident, are working for social 
welfares for children, elderly and disabilities. They also are working for management of 
welfare facilities of these measures. Of within-purpose expenditure of local government 
finance, “consumer expenses”, as the expense required for these measures, is that accounts 
for highest percentage among the expenditure of local authorities.
So, we focus on the “consumer expenses”, At first, Kyoto prefecture municipalities 
(excluding Kyoto City) is divided into regional blocs, then we analyze the current state of 
the welfare measures, along with the characteristics through comparison with neighboring 


















2008 年 9 月 15 日に起こったリーマン・ショックにより世界経済が混乱し、日本においても企
業の倒産や派遣切りが問題となった。そのため、地方自治体に対して雇用対策や地域経済の活
性化が求められ、交付税が 1 兆円増額されたことによる。それにともない歳出総額も増加した。
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2014 年度における、歳出総額に占める「民生費」の割合を、地域ブロック別に示したのが、
図 3 である。平均は 31.4％。「民生費」の割合が最も多いブロックは、「南部市」と「乙訓」で、
すべての自治体で平均を大きく上回っている。また、40％を越える自治体は、八幡市 46.5％、



































































































































































































































































般財源が 15 兆 2,844 億円（構成比 62.5％）、国庫支出金は 7 兆 3,026 億円（29.9％）、地方債と









































68.0% 68.5% 68.4% 66.8% 67.6% 65.7%
58.2% 57.6% 56.5%









2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
歳出総額に占める経常一般財源比率
民生費に占める経常一般財源比率
「民生費」にみる自治体の住民福祉（黒岩）政策科学 24 － 3, Mar. 2017
－ 194 －
図６：「民生費」の財源内訳（2014 年度）




































































































































越えている。これら老人福祉費の多い自治体の高齢化率を表 1 でみると、伊根町が 44.7％、京








































































































2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
社会福祉費 老人福祉費 児童福祉費 生活保護費 災害救助費
（百万円）
最上段の数字は「民生費」の総額












































































































































































そして、2010 年 6 月 18 日に閣議決定した「新成長戦略」では、「他力本願や成り行き任せ
表１：京都府内自治体（京都市を除く）の高齢化率





舞鶴市 29.5% 城陽市 30.2%
綾部市 35.5% 八幡市 27.0%
宮津市 38.5% 京田辺市 23.4%




与謝野町 33.2% 井手町 30.5%
南丹
亀岡市 25.6% 宇治田原町 26.2%
南丹市 32.8% 笠置町 44.6%
京丹波町 37.9% 和束町 38.3%
乙訓
向日市 26.2% 精華町 20.8%
長岡京市 25.1% 南山城村 40.6%
大山崎町 27.3%
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